知床半島観光船海難事故に関する一考察
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１．「安全第一」という事故・トラブル回避措置マニュアル

今回の観光船は船舶安全法に基づく20トン未満の小型船舶に該当し、その営業中の海難事故であり、私たちの会員が所有等するプレジャーボートも同じ20トン未満の小型船であり、小型船舶検査機構の検査対象船舶です。
[bookmark: _GoBack]海上保安庁の海難統計では、その運航形態に応じて“プレジャーボート・漁船・遊漁船・旅客船…”などに分類され、この観光船は小型船舶ですが、旅客輸送であり、旅客船海難として統計処理されるものと思います。船舶の構造・設備・航行区域等の関係ではプレジャーボートと同様の小型船舶検査機構の検査を受けますが、その用途が旅客運送業であり、その上海上運送法の適用を受ける運送事業であり、その運送責任を有する点ではプレジャーボートとは区別されるものですが、他人事とは思えず、誠に今回の海難事故は残念でなりません。
今回の海難事故に接して、私の頭の中を去来する言葉が有ります。其れは日本のあらゆる所、特に作業現場などで、日常的によく見られ、よく耳にする言葉です。『安全第一』と言う標語化されてしまった感のある言葉です。
この言葉はアメリカの製造会社の経営方針（理念）として採用されたと聞いていますが、この言葉には続きが有り『安全第一、品質第二、生産第三』と続くそうです。しかしながら、当初は違っていたそうです。『生産第一、品質第二、安全第三』の方針〈理念〉で製造業を開始したところ、諸々大・小トラブル、事故が発生し、その上コスト等が生じて会社全体として効率・効果的に機能せず、最終的には『安全第一、品質第二、生産第三』とした経営方針（理念）になり生産、営業活動も効率・効果的に機能し始めたそうです。日本にもこの方針〈理念〉が導入され、全国に伝播、あらゆる作業現場に『安全第一、品質第二、生産第三』が標語に使用される様になったと聞いています。時間の経過とともに『安全第一』だけが残り、現在では形骸化した標語になっている様に思えます。
私はこの『安全第一』（Ｓａｆｅｔｙ　Ｆｉｒｓｔ）と言う言葉には経営方針〈理念〉とは別のメッセージも含まれていると考えています。
作業現場において作業責任者自身が行動判断する際、自己判断を迫られ、如何に行動すべきか躊躇する時の判断規範がこの『安全第一』です。安全を最優先に考える実践的、かつ実用的な行動指針ではないかと考えています。作業を開始するにあたり、自身の経験知に照らして、又は周囲の環境、意見等を参考の上、不安全要素、不安な状況等が有れば、“最も安全な方法、方向等を最優先として決定せよ！！”という『行動マニュアル』とすべき言葉でもあると考えています。
この「安全第一」と言う言葉は製造業界で発案されたものであるが、サービス業界、レジャー活動等あらゆる場面でも援用できる『行動判断マニュアル』であり、今回の観光船が出港を判断する際、報道によると“状況が急変すれば、帰港すると言う条件付き出港”で有ったそうであるが、気象等が急変する不安が有れば「安全第一」を考慮して出港を何故取り止めなかったのか？出港を取りやめるのが、安全第一であり、残念でなりません。

２．観光船海難事故対する日常的船体構造把握に関する要因

私としては報道された関係情報以上の内容は把握しておらず、今後の関係機関及び海上保安庁の調査・捜査を待たざる得ない所ですが、上記「安全第一」と言う『行動判断マニュアル』の判断ミスが、この海難事故の直近原因であり、それ以前にも事故原因が潜んでいる。
報道によれば、観光船船長から“船首部分が浸水している！”との連絡が有ったとのことであるが、この原因を推測するに船首部分の破口船尾に設置した船体を水平に保つバラスト錘の撤去よる船首部分の海水への突っ込み（トップへビー状態）による船首甲板からの浸水が考えられる。更には、 “短時間で沈没した”と思われる報道が有り、加えて“船体構造の各隔壁に窓の様な開口部ある。”とのことであるが、バラスト撤去、船体隔壁の無能化、これ等のことは船が安全に航海するには重大な欠陥があると言わざるを得ない。このバラストは船が海上移動する際、海が荒天になっても常に水平状態に戻す為の装備であり、船体隔壁は船底の一部が破損・浸水してもその部分のみの浸水で食い止め、船体浮力を維持しつつ応急修理、救助要請、船外脱出する時間確保する装備であり、海上での非常時・緊急時には大切な装備・構造です。
以上のことは、海上で船舶を運用するにあたっては、全く基本的知識であり、上記のような状態が報道通りならば、基本的船体設備・構造を全く理解していないと考えざるを得ない。
以上の要因が船首部分から浸水して、短時間で沈没に至った経緯であろうと思料されるが、今回の海難事故の背景的原因は、前経営会社から観光船会社を小型船舶（観光船）・船長ら職員・会社設備全体を買い取り、旅館業の傍ら、旅客運送業事業を始めたが、何等かの理由で従前の観光船乗組員は退職、地域社会の同業者グループとも疎遠状態、事故当時の船長の前歴（小型船舶操船履歴等）、ベテラン船長不足の状況であり、旅客運送業上の統括安全責任者履歴の不実記載、観光船運航状況の杜撰な記載、通信連絡設備の不良、船体構造知識、海事知識、地域の気象・海象知識など全くない会社であったことにあると思料される。
今回の海難事故の背景全体を俯瞰すれば、観光船などを監督・指導官庁である国土交通省は、事故後の検証委員会の開催、海上運送事業許可の取り消しを行っていますが、上記に述べた同観光船会社の経営実態を再把握するため、臨時・抜き打ち検査の上、再確認するなど出来なかっものか？残念でなりません。

３．観光船海難事故に関する俯瞰的な背景要因及び事故防止施策

この観光船運航会社の経営者が、知床半島の世界自然遺産観光ブームを地域おこし、収益の機会と捉えたもので、地域経済活性化・個人収益目的意識だけで海上運送事業を開始した様に思える。従って、事業執行理念が「生産（収益等）第一」だけであり、「品質第二以下、安全第三以下」であり、「安全第一、品質第二、生産第三」には程遠い経営理念であったところに、今回の海難事故の根幹的原因が有った様に思える。“航行の安全を最も重要視する海上旅客運送事業を経営する会社責任者として、その資格が有ったのか？”が問われるべき問題の様に思えてなりません。

今回の観光船海難事故での乗客・乗組員26名の死亡・行方不明事故は、大海難であり海難統計上でも永く記録（歴史）に残る海難事故であると思います。このことを契機として、小型船舶に特化した安全対策、海難事故防止等の諸施策を安全行政機関（国土交通省、海上保安庁等）として、徹底的に取り組む必要があるのではないかと思料します。
更には「安全第一」と言う言葉は単なる標語（キャッフレーズ的文句）ではなく、実践的・実用的行動指針にすべき言葉である事を再認識してもらいたいものです。海上保安庁の海難統計上、小型船舶（プレジャーボート、漁船、遊漁船）の海難事故全体の約８割を占める状況であり、小型船舶運航者にも、この「安全第一」と言う“事故・ㇳラブル回避措置マニュアル”が定着する様に全国的に“安全第一再確認運動”を展開して、小型船舶の海難事故が減少することを強く願っています。
なお、海難事故の約8割を占める小型船舶の海難事故が減少することにより、海上保安庁の貴重な機動勢力（巡視船艇・航空機・特殊救難隊・機動救難士・潜水士等）など切迫した運用状況の改善にも資することになるのではないか？
以上
